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まちづくりと観光の経済効果
―竹田市「農村回帰宣言」等を事例として―
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【要 旨】
大分県竹田市は、県南西部の熊本及び宮崎の両県に接する山間部に位置し、人口約

２５，０００人を有する。基幹産業は農林業や観光であるが、昭和３０年以降、一貫して人口減少
が続き、過疎化と少子高齢化が急速に進行している地域である。この状況を打破するため
に、平成２１年（２００９年）に市は、「TOP運動による地域新生 竹田市新生ビジョン」なる
地域再生を企図した市政方針を策定した。これには「農村回帰宣言」など、新しい「まち
づくり」へ向けた取り組みが含まれており、自治体存続の危機を逆手にとった政策として、
過疎化問題に直面する全国の地方自治体の注目の的となっている。そこで、本稿では、こ
の竹田市独自の魅力ある新しい「まちづくり」へ向けた取り組みが、①竹田市の観光にい
かなる影響を及ぼしているかについて、竹田市に来訪する観光客数の推移をもとにその分
析と考察を行い、また、②これら観光客の観光消費額の推定をもとに、竹田市産業連関表
の作成を通じた新しい「まちづくり」の経済効果を測定した。
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１．はじめに

大分県竹田市（図１）は、県南西部の熊本、
宮崎の両県に接する山間部に位置し、面積約
４８０㎢、人口約２５，０００人を有する。周囲をく
じゅう連山、阿蘇外輪山、祖母傾連山などの
山々がとり囲み、また、宮崎県高千穂町を源流
とする大野川が市街地を貫流する自然豊かな地

域である。現市名は、第二次世界大戦後の市制
施行時から続いているが、その由来は戦国時代
の竹田村までさかのぼる。平成１１年（１９９９年）
から段階的に実施された、いわゆる平成の大合
併といわれる全国市町村合併においては、それ
までの竹田市（旧竹田市）と隣接する直入郡の
３町（旧荻町・旧久住町・旧直入町）が合併し、
現在の竹田市が新しい市制のもとにスタートす
ることになった。
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図１ 大分県竹田市
（Google earth より２０１３年８月１日検索） （％）
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■老年人口比率

図３ 大分県下１４市の老年人口比率（２０１０年）
（総務省国勢調査より筆者作成）

竹田市の基幹産業は農林業と観光である。市
内就業人口の約３３．６％（２０１０年）は第１次産業
に従事しており、これは、大分県下１４市中、最
大である。主な生産品は、かぼす、サフラン、
しいたけ、秋夏トマト、ピーマン、いちご、豊
後牛などであるが、このうち、かぼすとサフラ
ンは生産量日本一を誇る。

また、市内には約４００年の時を数える岡城跡、
城下町の風情を残す武家屋敷跡、「荒城の月」
の作曲で知られる滝廉太郎記念館、キリシタン
洞窟礼拝堂など多数の名所・旧跡のみならず、
炭酸ガス含有量日本一として知られる長湯温泉
や乗馬体験などができる久住高原などさまざま
な観光スポットを有している。
このように、竹田市は農林業や観光といった

基幹産業を有しているものの、図２に示す通
り、昭和３０年以降、人口は一貫して減少し続け
ている。２０１０年度国勢調査時における人口
２４，４２３人は、全国８１０市区中、７７７位であり、ま
た老年人口比率は全国平均の２２．５％を大幅に上

回る４０．８％に及び、大分県下１４市中、最大であ
る（図３）。さらに、自然増加率に至ってはマ
イナス１．２９％（２０１０年）と、先に述べた全国８１０
市区中、ワースト１４位に挙げられるほどであ
る。
このように、人口減少と少子高齢化が著しく

進行する竹田市では、税収不足から市の財政基
盤も弱く、特に、自主財源比率（歳入総額に対
して地方公共団体が自主的に収入を得ている財
源の割合）に至っては１７．９％（２００９年度）と極
めて低いことから、行政の自主性や安定性が確
保できかねる事態が生じている。
そこで、竹田市は、平成２１年（２００９年）に、

「TOP運動による地域新生 竹田市新生ビ
ジョン」なる地域再生を企図した新しい市政方
針を策定した。

この「TOP運動」の具体的政策の中で注目
すべきは、⑴「農村回帰宣言と移住および定住
の推進」⑵「エコミュージアム構想と城下町再
生プロジェクト」⑶「温泉活用による予防医学
の推進」である。以下に概略を示す。⑴「農村
回帰宣言」とは、竹田市への移住および定住を
推進するさまざまな支援制度のキャッチフレー
ズである。著しく進行する人口減少や少子高齢
化問題を抜本的に解決するためには、常住人口
の増加が不可欠であり、移住および定住を促す
さまざまな支援策が必要である。そこで、平成
２１年（２００９年）１２月に、それまで各種の情報提
供や農林漁業研修などの支援活動を展開してき
た「認定NPO法人ふるさと回帰支援センター」
と協定を締結し、移住および定住の受け皿機関
として「竹田市農村回帰支援センター」を設立

図２ 竹田市１の人口推移
（総務省国勢調査１）より筆者作成）
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した。⑵「エコミュージアム構想と城下町再生
プロジェクト」とは、東京大学大学院景観研究
室と提携し、竹田市街地の城下町再生と郊外の
農村景観を融合させた新しいまちづくりを目指
す計画である。既に、農業土木遺産を含む農業
景観に関して調査が進められており、また、城
下町再生プロジェクトでは、シンポジウム等を
開き、住民と意見交換を行うなど、新しいまち
づくりが着々と進められている。⑶「温泉活用
による予防医学の推進」とは、全国初の温泉療
養保険制度を指す。これは、竹田市内のホテル
や旅館に宿泊した場合や立ち寄り湯を利用した
場合に、一定の条件を設けて、その費用の一部
を保険の適用により還付する制度である。希望
者には「温泉療養保険会員パスポート」が配布
され、宿泊施設や立ち寄り湯の利用後、それぞ
れ保険適用の申請を行う流れとなっている。
このように、平成２１年（２００９年）から始まる

竹田市の新しい「まちづくり」２は、斬新なアイ
デアとその構想力で注目を集めている。特に上
記の⑴「農村回帰宣言と移住および定住の推進」
⑵「エコミュージアム構想と城下町再生プロ
ジェクト」⑶「温泉活用による予防医学の推進」
は、地域社会における「人」・「まち」・「資源」
を再考する新しい試みであり、これらが竹田市
の観光へ及ぼす影響は大きいと推測される。
この点、岡村ほか２）（２００９）は、「観光まち

づくり」の概念的枠組みにおいて、「まちづく
り」と「観光」間におけるアプローチの双方向
性を認め、「まちづくり」における課題が、①
１９６０年代後半では「過疎化・空洞化の解消」に、
②１９８０年代後半では「持続可能な地域環境保全」
に、③１９９０年代前半では「生活の質の向上」に
あったことを示し、それぞれの年代における
「観光」の役割について説明している。また、
猪爪３）（１９９２）は、年間３００万人の来訪者が押
し寄せる大分県湯布院町の観光地形成の経過を
辿り、この町における「まちづくり」の成功要
因が、豊かな自然景観や温泉資源をもとに、都
市を凌ぐ快適な生活環境の創出を住民主導によ
り目指してきたことにあると説明している。
上記はいずれも「まちづくり」と「観光」の

関係について精緻な分析と考察がなされている
点で評価できるが、「まちづくり」がその後、
当該地域の観光にいかなる影響を与えたか、お
よびその経済的効果については言及していな
い。観光の地域経済へ及ぼす影響の正しい理解
のためには、一般均衡論に基づいた産業連関
表４）の理解が不可欠であると河村５）（２００２）が
指摘しているように、観光客の推移と観光消費
額の推定をもとに、産業連関表の作成を通じて
その経済的効果を測定することは、このような
新しい「まちづくり」の効果を測る一方法とし
て十分な意義があると認められる。
そこで、本稿では、この竹田市独自の魅力あ

る新しい「まちづくり」へ向けた取り組みが、
①竹田市の観光にいかなる影響を及ぼしている
かについて、竹田市に来訪する観光客数の推移
をもとにその分析と考察を行い、また、②これ
ら観光客の観光消費額の推定をもとに、竹田市
産業連関表の作成を通じた新しい「まちづくり」
の経済効果を測定することを目的とする。

２．竹田市新生ビジョン「TOP運動」

⑴「TOP運動」の経緯とスローガン
先に述べたように、竹田市は、平成２１年

（２００９年）に、「TOP運動による地域新生 竹
田市新生ビジョン」なる地域再生を企図した新
しい市政方針を策定した。竹田市によると
TOP運動のTは竹田市のTと挑戦（トライ）
の頭文字の２つの意味を、Oはオリジナルとオ
ンリーワンの２つの意味を、Pはプロジェクト
とパワーの２つの意味をそれぞれ含めている。
地方自治体の補助事業に関わる補助金は、従

来、一定の基準を満たすことで、全国一律に交
付されていたが、近年は国の財政が逼迫してい
ることも影響し、各地方自治体が独自の企画を
提案し、それが採択された場合に補助金が交付
される仕組みになっている。そこで、財政基盤
の脆弱な竹田市では、補助事業の予算を獲得
し、行政の自主性や安定性を確保するため、地
域の再生を図る市のスローガンを以下の４つに
まとめた。
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１）「地域力」＝“竹田らしさ”への気づき
２）「人間力」＝“グローカルな人財育成”
３）「行政力」＝“政策立案能力の強化”
４）「経営力」＝“世界に通用する価値の提供”

⑵「TOP運動」の骨子と観光への影響
竹田市は、先に述べた４つのスローガンのも

と、以下に示す具体的な政策を実施している。
１）「地域力」
“竹田らしさ”への気づきをスローガンに、

①「農村回帰宣言と移住および定住の推進」②
「エコミュージアム構想と城下町再生プロジェ
クト」③「高齢化社会への対応と暮らしのサポー
ト」④「バイオマスタウン構想による環境保全
とエネルギー対策」などの政策を実施している。
これらのうち、竹田市の観光に特に影響を及

ぼし得る①「農村回帰宣言と移住および定住の
推進」及び②「城下町再生プロジェクト」につ
いてその内容を以下に述べる。
①「農村回帰宣言と移住および定住の推進」

は、冒頭で触れたように、今日の少子高齢化問
題、過疎化問題を念頭に、コミュニティの再生
を図るために不可欠な、常住人口の増加を促す
ことを目的としている。特に、「農村回帰宣言」
なるスローガンは、自治体存続の危機を逆手に
とった政策として、全国の過疎化問題に悩む自
治体の注目の的となっている。竹田市への移住
および定住を推進するさまざまな支援制度は、
「竹田市農村回帰支援センター」（図４）が窓

口となり、「空き家活用奨励金」「空き家改修事
業補助金」「空き店舗対策事業補助金」など、
空き家や空き店舗関連の支援制度のほか、市内
で起業を目指す場合の「起業支援事業補助金」
や、竹田市への移住および定住を検討している
方々が実際に短期滞在を試すことのできる「お
試し暮らし短期滞在費助成金」などの支援制度
を整えている。
このセンター設立に際し、それまで各種の情

報提供や農林漁業研修などの支援活動を展開し
てきた「認定NPO法人ふるさと回帰支援セン
ター」と、平成２１年（２００９年）１２月に協定を締
結し、竹田市の移住および定住に関する情報を
全国に向けて発信し始めた。その結果、平成２１
年（２００９年）１２月から平成２４年（２０１２年）１２月
に至る３年間に、４７世帯８８人６）の移住者を受け
入れることができた。注目すべきは、その６割
以上が２０代～４０代の若い世代であり、高齢化の
進む山間部などで、彼らが地域コミュニティの
新たな担い手となりつつあることである。
また、「空き店舗対策事業補助金」を利用し

て、県内外出身の２０～３０代を中心とした若者が
店舗を構える事例も徐々に増加し、彼らの店を
目当てに県内外からの観光客が集まる事例も増
えてきている７）という。「農村回帰宣言」の観
光への効果の表れと言えるだろう。
②「エコミュージアム構想と城下町再生プロ

ジェクト」は、竹田市街地の城下町再生と郊外
の農村景観を融合させた新しいまちづくりを目

図４ 竹田市農村回帰支援センターの仕組み
（竹田市提供の資料より）

図５ エコミュージアム構想の実践
（竹田市提供の資料より）
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指す計画である（図５）。この計画のもと、竹
田市は、文化の中核施設たる新図書館の建設を
含めた城下町再生の方向性を探るために、東京
大学大学院景観研究室と提携し、建物景観のほ
か、町割り、水路、駐車場、交通体系、コミュ
ニティ機能など多岐にわたる実地調査と面接調
査を行っている。
また、当計画の当初から、市民への説明会や

意見交換の場として、フォーラムやシンポジウ
ムなどを開催し、まちづくりの方向性の合意形
成へ向けた作業を積み重ねている。平成２３年
（２０１１年）から平成２４年（２０１２年）にかけては、
城下町再生プロジェクト関連のシンポジウムが
計３回ほど開催され、多くの市民が参加した。
また、竹田商工会議所で開催された「竹田地区
市街地活性化協議会プロジェクト委員会」にお
いても、市関係者と市民が参加し、市街地活性
化構想について活発な意見交換が行われた。
２）「人間力」
「グローカルな人財育成」をスローガンに、

①「温泉活用による予防医学の推進」②「ロー
カル外交による国際交流」③「地域学の推進と
由学館の展開」④「少子化に挑戦する健康医療」
などの政策を実施している。
これらのうち、竹田市の観光に特に影響を及

ぼし得る①「温泉活用による予防医学の推進」
についてその内容を以下に述べる。
竹田市は、炭酸泉日本一を誇る「長湯温泉」

のほか、市内に「七里田温泉」「赤川温泉」「竹

田温泉」など個性的な温泉を有している。温泉
が人体に与える効能は、含有成分による薬理的
作用のほか、温泉熱や水圧などの物理的作用、
温泉地の環境がもたらす、いわゆる“癒し”な
どの精神的作用があるにもかかわらず、これま
で温泉療養に医療保険が適用された事例はな
かった。
昨今、温泉の効能があらためて注目され、ま

た、健康志向が広まっている最中、温泉を活用
した予防医学を推進することは、国民の健康を
維持するばかりでなく、全国に約３，０００カ所あ
ると言われる貴重な地域資源としての温泉を有
効に活かすことができ、ひいては地域の活性化
を促進し得る。そこで、竹田市では、全国に先
駆け、「温泉療法保険制度」の実証実験を平成
２３年（２０１１年）より開始した。
具体的には、図６に示すとおり、竹田市内の

ホテルや旅館に宿泊した場合や立ち寄り湯を利
用した場合に、一定の条件を設けて、利用者に
その費用の一部を保険の適用により還付するし
くみとなっている。
以上、竹田市の観光に特に影響を及ぼし得る

諸政策の内容を述べてきた。「TOP」運動には、
その他に以下に示す政策があるが、政策名の列
挙にとどめることにする。
３）「行政力」
「政策立案能力の強化」をスローガンに、以

下の政策を実施している。
①「政策立案の実践と竹田総合政策研究」
②「対話から生み出される政策と周辺地域振興
策の強化」

③「政策審議官・事務所長のマンパワーとネッ
トワーク」

④「大学連携と産学官連携の推進」
４）「経営力」
「世界に通用する価値の提供」をスローガン

に、以下の政策を実施している。
①「企業誘致と医療・福祉分野の産業振興」
②「複合型アグリビジネスと新ブランド戦略」
③「農村商社わかばの発展」
④「竹田総合学院（TSG）構想の推進」図６ 竹田市温泉療法保険制度

（竹田市提供の資料より）
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図７ 観光による経済効果の概念図（筆者作成）

図８ 産業連関表の基本構造（筆者作成）

３．竹田市産業連関表の作成と産業構造の特徴

⑴ 産業連関表とは
産 業 連 関 表 と はW.W．レ オ ン チ ェ フ

（Wassily Leontief）によって考案された経済
効果等（図７）を把握するための分析表（図８）
である。一般に、ある国または地域において一
定期間に生産される財・サービスは、必ずしも
すべてが最終消費されるとは限らず、その一部
が自産業あるいは他産業の原材料等として中間
投入され得るため、ある産業部門の最終需要の
増加は、関連するさまざまな産業部門に経済的
な影響をもたらす。産業連関表はこの点に着目
し、全産業部門の投入および販売構成を計量的
に明らかにしているため、別名、投入‐産出分
析表（I-O 分析表）とも呼ばれる。
図８は産業連関表の基本構造を模式的に示し

たものである。縦軸は各産業部門それぞれの中
間投入、粗付加価値および国内総生産を、横軸
は各産業部門それぞれの中間需要、最終需要、
輸移出、輸移入および国内総生産を表し、前者
を投入表、後者を産出表と呼ぶ。また、中間投
入と中間需要が交差する箇所は「内生部門」と
呼ばれ、経済効果等の計測に当たっては、通常
これを投入係数行列Aで表す。
ここで、ある産業部門の最終需要の増加がも

たらす直接効果および第一次間接効果は、一般
にレオンチェフの逆行列を用い、以下の①式で
表すことができる。

⊿Ｘ＝（Ｉ－Ａ）－１×⊿Ｆ …①

（Ｉ－Ａ）－１：レオンチェフの逆行列
⊿Ｘ ：経済効果
⊿Ｆ ：最終需要の増加
Ａ ：投入係数行列
Ｉ ：単位行列

ただし、ある産業部門の最終需要の増加によ
り、他の地域への需要、いわゆる「地域外への
漏れ」が発生し、これを考慮する場合、直接効

果と第一次間接効果の合計は、自給率行列を取
り入れた②式で表すことになる。

⊿Ｘ＝｛Ｉ－（Ｉ－Ｍ）Ａ｝－１×（Ｉ－Ｍ）⊿Ｆ…②

⊿Ｘ ：経済効果
⊿Ｆ ：最終需要の増加
（Ｉ－Ｍ）：自給率行列
Ａ ：投入係数行列
Ｉ ：単位行列

このような第一次波及効果（直接効果と第一
次間接効果）と、これに伴って生じる雇用者所
得が、新たな消費を喚起し、それによる各産業
部門の生産額の増加、すなわち第二次間接効果
が生じることになる。
また、産業連関表における経済効果等の測定

において使用される産業部門については、一般
に①小分類（１９０部門）②中分類（１０８部門）③
大分類（３４部門）④簡易分類（１５部門）の４分
類があり、求められる分析の精度と費用対効果
の観点からいずれかが選択されるが、当然のこ
とながら産業部門数が多いほど測定が煩雑にな
るものの、その値がより実態に近いものとなる。
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⑵ 竹田市産業連関表の作成
小長谷・前川（２０１２）８）を参考に、以下の方

針のもと、大分県産業連関表から竹田市産業連
関表の作成を試みた。
１）一般に、産業連関表の作成はその基礎とな
る統計資料の収集および処理に膨大な時間を要
することから、わが国では５年ごとに作成さ
れ、これを基礎に各都道府県および政令指定都
市それぞれの産業連関表が作成されている。し
かし、２０１３年現在においては、２０１０年度版の国
の産業連関表が未だ公表されていないため、本
稿では竹田市産業連関表の作成に当たり、２００５
年度版の大分県産業連関表を作成の基礎として
用いることにした。
２）大分県産業連関表は現在、１５部門表、３６部
門表、１０４部門表の３種類が公表されているが、
通常、政令都市以外の市町村の産業連関表を作
成する場合、３６部門表を用いる場合が多いこと
から、本稿においてもこれに従った。
３）市町村の産業連関表の作成に当たっては、
a）サーベイ法および b）ノンサーベイ法があ
る。a）サーベイ法とは産業連関表における移
輸出および移輸入の箇所をアンケート調査等で
補い、実態にできるだけ即して推計しようとす
るものである。しかし、サーベイ法による産業
連関表の作成には、費用対効果の観点および資
料の入手が困難であるなどの理由から通常実施
されないことが多い。したがって、本稿におい
てもこの点を鑑み、b）ノンサーベイ法による
産業連関表の作成を試みた。
次に竹田市産業連関表の具体的な作成方法に

ついて説明する。
①竹田市産業別生産額の推計
２００５年度大分県産業連関表３６部門表の各産業
部門における生産額に按分比を乗ずることに
よって竹田市産業別生産額を推計した。按分に
用いた資料は平成１７年度（２００５年度）大分県統
計年鑑９）および平成１６年度（２００４年度）大分県
事業所・企業統計調査３である。３６部門のうち、
農業部門は農業生産額、公務部門は大分県職員
数、事務用品部門は大分県全就業者数を基準
に、それ以外の産業部門は産業別就業人口（産

業大分類、産業中分類）を基準に按分比を算定
し、竹田市の産業別生産額を推計した。
②中間投入額および粗付加価値額の推計
中間投入額および粗付加価値額に関しては、

２００５年度大分県産業連関表の各産業部門ごとに
算出した中間投入係数および粗付加価値係数を
①で推計した竹田市産業別生産額に乗ずること
により推計した。
③最終需要額および移輸出・移輸入額の推計
家計外消費支出の合計に関しては、粗付加価

値部門における家計外消費支出合計と一致する
ため、これを２００５年度大分県産業連関表の最終
需要における産業部門別構成比に乗ずることで
推計した。また、民間消費支出および一般政府
消費支出については、２００５年度大分県産業連関
表の上記それぞれの合計額に、大分県全体に対
する竹田市の人口１０）比を乗ずることにより推計
し、これをもとに２００５年度大分県産業連関表の
最終需要における産業部門別構成比に乗ずるこ
とで推計した。以下同様に、市内総固定資本形
成（公的）に関しては当該市町村の歳出決算額
をもとに歳出内訳項目の一つである投機的経費
データ４を基準に、また、市内総固定資本形成
（民間）および在庫純増に関しては、竹田市産
業部門別生産額の大分県産業別生産額に対する
比率をそれぞれの基準として大分県産業連関表
（２００５）の各産業部門の生産額を乗ずることに
よって推計し、移輸出に関しては２００５年度大分
県産業連関表の各産業部門ごとの生産額に対す
る移輸出額の割合を基準として竹田市の各産業
部門の生産額を乗ずることによって推計した。
また、移輸入に関しては前述の通り、ノンサー
ベイ法によることから調整項目とした。以上に
より、作成した竹田市産業連関表は表１の通り
である。

⑶ 竹田市の産業構造の特徴
竹田市産業連関表（表１）の作成を通じて判

明した竹田市の産業構造の特徴は以下の通りで
ある。
１）竹田市内生産額は約１，６００億円であり、こ
れは大分県内生産額の約１．７％に相当する。そ
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図９ 産業部門別生産構成比
（大分県および竹田市）

図１０ 竹田市産業部門別特化係数

図１１ 竹田市産業部門自給率

こで、総生産額に対する各産業部門別生産構成
比を算出し、大分県のそれと比較分析した（図
９）。その結果、「農業部門」が約４０％を占めて
おり、竹田市の基幹産業の一つが農業であるこ
とが裏付けられた。また、「電子部品部門」お
よび「対個人サービス部門」のいずれも大分県
の産業部門別生産構成比を超えており、この点
も竹田市の産業構造の特徴として挙げることが
できる。

２）次に、竹田市の産業部門別の特化係数を算
出し、それぞれを比較分析した。特化係数とは
当該地域の産業別生産額構成比を当該地域が属
する都道府県等の産業別生産額構成比で除した
ものである。通常、得られた係数値が１より大
きい場合に当該地域はその産業に特化している
ことを示す。図１０に示す通り、竹田市において
は「農業部門」が突出しているほか、「林業部
門」「対個人サービス部門」「その他公共サービ
ス部門」「電子部品部門」などの特化係数が他
産業に比べ比較的大きく、竹田市における産業
の特徴を見ることができる。

３）さらに、竹田市の各産業部門における自給
率を算出し、それぞれを比較分析した。自給率
とは当該地域における需要を当該地域内生産で
賄った割合を示し、この割合が大きい産業部門
ほど当該地域内における生産が大きいことを表
す。図１１に示す通り、「医療・保険・社会保
障・介護部門」「金融・保険部門」「教育・研究

部門」「水道・廃棄物処理部門」「公務部門」等
が自給率１００％を示しており、また、「農業部
門」「林業部門」「建設部門」「電力・ガス・熱
供給部門」において自給率が比較的高く、これ
らの市内生産の割合が高いことがわかる。

４．観光客数の推移と経済効果の測定

⑴ 観光客数の推移と特徴
平成１７年（２００５年）から平成２４年（２０１２年）

にかけて、竹田市を訪れた観光客数５の推移を
日帰り観光客数と宿泊観光客数に分け、それぞ
れ図１２、図１３に示した６。その結果、竹田市を
訪れる日帰り観光客数は、平成１９年度以降は減
少傾向にあったが、平成２３年度７を除き、平成
２２年以降は総じて増加傾向にあることが明らか

図１２ 竹田市日帰り観光客数の推移（平成１７年～
２４年）（「観光動態調査」より筆者作成）

図１３ 竹田市宿泊観光客数の推移（平成１７年～２４
年）（「観光動態調査」より筆者作成）
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図１４ 竹田市観光客数の割合（日帰り観光客・宿
泊観光客）の推移（平成１０年～２４年）（「観
光動態調査」より筆者作成）

図１５ 観光客の観光消費額の推移（平成１７年～２４
年）（「観光動態調査」より筆者作成）

回帰統計
重相関 R ０．９９１９９１
重決定 R２ ０．９８４０４６
補正 R２ ０．９７６０６９
標準誤差 １０３７５４．２
観測数 ７

分散分析表
自由度 変動 分散 観測された分散比 有意 F

回帰 ２ ２．６６E+１２ １．３３E+１２１２３．３５８３４３４
残差 ４ ４．３１E+１０ １．０８E+１０
合計 ６ ２．７E+１２

係数 標準誤差 t P-値 下限 ９５% 上限 ９５% 下限 ９５．０% 上限 ９５．０%
切片 ３３７６９４．７ １０５４０１６ ０．３２０３８９０．７６４７１２４８４ -２５８８７２３ ３２６４１１２ -２５８８７２３ ３２６４１１２

日帰り観光客数（人） ３．０１７４１ ０．１９６３４８ １５．３６７６８０．０００１０４６０６ ２．４７２２６１ ３．５６２５５９ ２．４７２２６１ ３．５６２５５９
宿泊観光客数（人） -１９．４０７８ ５２．４７８１９ -０．３６９８３０．７３０２５９６０２ -１６５．１１１ １２６．２９５ -１６５．１１１ １２６．２９５

表２ 重回帰分析の結果

図１６ t 値（被説明変数に対する説明変数の影響度）
の大きさ

となった。一方、竹田市を訪れた宿泊観光客数
についても、平成１８年以降減少傾向にあった
が、平成２２年以降は増加傾向に転じていること
が明らかとなった。

また、図１４は平成１０年（１９９８年）から平成２４
年（２０１２年）にかけて、竹田市を訪れた観光客
数の割合（日帰り観光客・宿泊観光客）の推移
を示したものである。これによると、竹田市を
訪れた観光客数の約９８％は日帰り観光客であ
り、その割合は平成１０年（１９９８年）以降、総じ
て増加傾向にあることが明らかとなった。
以上より、竹田市を訪れる日帰り観光客およ

び宿泊観光客はいずれも平成２２年を境に、減少
傾向から増加傾向に転じており、先に述べた政
策の効果が観光客数の増加という形で出現した
と考えられる。

⑵ 観光消費額の推定
竹田市では、平成１７年（２００５年）以降、観光

消費額の調査が実施されていない８ため、過年
度（平成１０年～平成１６年）の観光消費額をもと
に、重回帰分析による観光消費額の推定を行っ
た。図１５は、平成１７年（２００５年）から平成２４年
（２０１２年）にかけて、竹田市を訪れた観光客の
観光消費額９の推移を示したものである。

なお、分析に当たり、被説明変数を観光消費
額（円）、説明変数を日帰り観光客数（人）お
よび宿泊観光客数（人）として計算を実施した。
その結果は表２に示す通りであり、重回帰式と
して以下の①が算出された。

Y＝３．０１７４１a－１９．４０７８b＋３３７，６９４．７…①

Y：観光消費額（円）
a：日帰り観光客数（人）
b：宿泊観光客数（人）

本分析の検証については、表２に示す通り、
寄与率が約０．９８と極めて高い数値を示している
ことから、①式は精度が高く、また、日帰り観
光客数の t値（被説明変数に対する説明変数の
影響度）が約１５と大きいことから、日帰り観光
客数の観光消費額に与える影響が極めて大きい
ことが明らかとなった。
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観光支出項目 各産業部門への按分
宿泊費 対個人サービス部門
飲食費 対個人サービス部門
参観費 対個人サービス部門
土産品費 商業部門
慰楽費 対個人サービス部門
交通費 運輸部門（５０％）

表３ 観光支出項目の各産業部門別への按分

飲食費， ５３．１

参観費， 3.8

土産品費， 35.9土産品費， 35.9土産品費， 35.9

慰楽費， 0.0

交通費， 1.8 宿泊費， 5.4

（単位 ： ％）

図１７ 竹田市を来訪する観光客の観光消費額の内
訳とその割合（「観光動態調査」より筆者作
成）（平成１０年～平成１６年の平均値）

⑶ 経済効果の測定
ここで、前田（２０１２）１１）に倣い、先に求めた

平成１７年から平成２４年における各年度の観光消
費額を表３に示す仮定のもとに竹田市産業連関
表の各産業部門に按分１０し、これを最終需要と
して各年度の経済効果を計測した。

なお、分析に当たり、安田（２００８）１２）が考案
した経済波及効果算出ソフト「波及さん」を使
用し、消費転換係数については０．６とした上で、
各年度における１）生産誘発額総計、２）雇用
者所得誘発額総計、３）粗付加価値誘発額総計
をそれぞれ算出した。図１８は平成１７年（２００５年）
から平成２４年（２０１２年）にかけて、これらの経
済効果の推移を表したものである。これによる
と、平成１７年（２００５年）から平成２４年（２０１２年）
にかけての１）生産誘発額は約８億円規模、２）
雇用者所得誘発額は約２億円、３）粗付加価値
誘発額は約５億円規模で推移しており、また、
平成２２年（２０１０年）を境に、それまでの減少傾
向から、総じて増加傾向に転じている（平成２３
年を除く）ことが明らかとなった。

５．おわりに

本稿においては、平成２１年（２００９年）から始
まる竹田市の新しい「まちづくり」の観光への
影響を、竹田市に来訪する観光客数の推移をも
とに分析と考察を行い、次に、観光客の観光消
費額の推定をもとに産業連関表の作成を通じた
経済効果を測定した。その結果、竹田市におけ
る観光客は日帰り観光客の割合が増加しつつあ
るものの、平成２２年（２０１０年）を境に、観光客
数および観光消費額がもたらす経済効果（生産
誘発額は約８億円規模、雇用者所得誘発額は約
２億円規模、粗付加価値誘発額は約５億円規
模）が上昇傾向に転じていることが明らかと
なった。
したがって、竹田市の新しい「まちづくり」

は観光を通じて一定の経済効果をもたらしてい
るといえるだろう。しかし、竹田市の観光統計
が特に平成１７年（２００９年）以降、十分に整備さ
れていないことや産業連関表を作成する際に
２００５年度の大分県産業連関表を基礎にしたため
各所で推定値を用いざるを得ず、その結果、経
済効果の測定がいささか正確性に欠ける点があ
ることは否めない。今後は、上記の観光統計が
整備され次第、竹田市の新しい「まちづくり」
の観光への影響をあらためて分析したいと考え
ている。

図１８ 竹田市における観光の経済効果１１の推移
（平成１７年～２４年）（筆者作成）
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【補注】

１ 昭和２５年以降、行政区の合併等が度々実施されて
いるが、図２に示す人口の推移は、２０１３年におけ
る竹田市の行政範囲を基準に２００５年合併以前の町
や村をすべて含めて示している。

２ 「まちづくり」という用語の使われ方は、さまざ
まであるが、本稿では、竹田市が２００９年より開始
した「TPO運動」を「まちづくり」と定義する。

３ 大分県事業所・企業統計調査は平成１７年度版（２００５
年度）が公表されていないため、平成１６年度版
（２００４年度版）を用いることにした。

４ 総務省が公表している決算カードを利用した。た
だし、資料の制約から大分県の決算カードは平成
１４年度版（２００２年度版）を、竹田市の決算カード
は平成１３年度版（２００１年度版）を用いた。

５ 本稿では、竹田市の新しい「まちづくり」の観光
への影響が、主に市街地を含む旧竹田市（平成１１
年の市町村合併前）において特に大きいとの仮定
をおき、旧竹田市の行政範囲が及ぶ地域の観光客
数の推移と経済効果を測定している。

６ 日帰り観光客数と宿泊観光客数の規模が著しく異
なるため、それぞれ分けて示した。

７ この点に関し、本稿では分析対象としていないが、
おそらく東日本大震災の影響があったと考えられ
る。

８ 平成１７年の市町村合併に伴い、これ以降、旧竹田

市における観光消費額の調査は実施されていない。

９ 推定値である。
１０ 竹田市を訪れる観光客の観光消費額の内訳につい

ては平成１０年から平成１６年の割合の平均値を算出
した。（図１７）。

１１ 本稿では、生産誘発額、雇用者所得誘発額、粗付
加価値誘発額を総称して経済効果と定義している。
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０
２９

０
０

２４
３６
４

９
５

７４
１１

２
１８

６
６

７
７０

３２
１６

０
１３
０

０
０

１８
１

３５
３

２０
０

０
０

２
１

２
８

１，
３７
８

４
１５

０
１５

０
０

４
１３
０

３２
７

１４
２４

１
２

７４
６

０
２０

１２
４３

１１
７

０
１０
７

０
０

４
５６
９

０
２

４
０

０
１

０
１

３
１５

２
８

０
２９

０
０

３
２１
３

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
１

０
２０
５

０
０

４
５９

１
０

０
０

０
０

０
０

０
１３

０
１

０
５８

０
０

９
８３
０

２
１

２６
０

１
１３

０
７

０
４

３
５

０
２７

０
０

４
６４

０
２

０
０

０
１

０
０

０
０

０
９７

０
２０
６

０
０

０
６７

０
０

３
０

０
１

０
３

０
１

０
３０

０
０

０
０

０
１６

０
０

１
０

０
０

０
２

０
０

０
７

０
２，
４１
３

０
０

０
２

０
０

０
０

０
０

０
４

２
０

０
３９

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
１０
９

０
２３

０
０

０
２０
１

０
１

０
０

０
１

０
０

１１
０

０
０

０
２

０
９７

０
２

０
３１
７

０
０

２３
７

１５
３

４０
３６

１１
９

５０
１

３１
７

５０
３５

８３
９５

８７
０

１
０

０
０

１７
１３
８

２５
４１

９
１０
４

３４
２

８８
２８

５１
４

７
０

４６
６

０
０

２２
７

１８
８３

３１
１

１
６

２
１０

８
１９

１
２

０
１１

０
０

１
２３

２４
７６

２８
６

１
２４

２
７０

１１
１１
４

５
４

０
６

０
０

４
５８
５

９６
２７

１５
２

１５
４

２３
５

４
３４

２９
６３
４

７１
１１
５

０
９９

０
０

８
１３
２

１２
４

１３
４０
４

２４
４

１４
２

２７
３

５
９

１１
１１
１

３３
１０
４

０
０

０
０

０
１２

１８
２

１３
７

２６
１１

８２
３

３
７

３６
１８

１０
０

３
０

０
１７
９

５９
１

１１
７

６３
５０
７

５８
１０

９０
０

８
１４
７

５０
２１
２

５５
６０

０
２

０
０

１
１１
３

６８
２９

３９
０

１３
５

７
１０
４

３５
８８

４８
１６
９

１３
０

１１
７

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
１３

０
０

１
９

６１
０

１８
１

０
６

３
０

６
２

０
４

０
０

０
０

０
０

０
０

０
０

０
１

０
０

０
１８
９

０
０

０
０

０
０

１
２０

８
１８

１０
１５

２
１３

１
０

４
１９

０
１４

０
６

０
０

４
７６
４

３０
３

８６
５６
４

２６
７

６５
７８
１

３２
１３
５

９５
５０
５

１４
２

２９
４

０
０

０
０

０
５

１
０

９
１

２
３

３
１

１
１５
６

７
４

０
０

０
０

０
５

３
４

４３
１３

１
１２

１
１７

１０
３２

８
６

０
０

０
０

１
７８

９
８

４８
７

１１
４１

５
１

２４
３３

４
１５

０
４，
１９
０

０
０

７０
４

５，
００
０

２，
１１
４

５１
７

２，
６８
７

８６
５

３６
７

３，
４６
４

１１
８

７３
０

４０
４

４，
２５
７

６７
０

１，
２７
８

０
２０
２

０
０

２５
１４
２

４８
３０

１８
３

８０
１０

９６
２４

８９
２５

１３
０

４４
７５

０
１，
７９
３

０
０

３１
７

３，
６６
１

２５
９

４４
２

４，
０７
４

９６
９

１１
０

１，
３７
４

７７
３，
６７
４

２，
１５
６

３，
８０
４

６４
１

１，
１７
３

０
３，
５０
２

０
０

３８
９

７２
４０
８

２７
７

９１
８

８１
９

１，
１８
８

４４
９

３８
０

１
６５
１

５２
２４
８

０
１，
１６
６

０
０

５４
４１
２

５０
９

２４
９

４９
２

２４
６

９５
５

４２
５

５１
２，
２７
９

４６
５

９２
４

１０
８

４０
４

０
５７

０
０

１８
３３
９

２３
１

４５
４９
３

８２
２５
５

１８
９

８
３

１９
２６
９

３７
１５
７

０
－
２

０
０

０
－
５９

－
１５

－
１０
６

－
５

－
９３

－
４

－
２６

０
０

０
－
１９
５

－
６１

－
３

０
６ ，
７１
９

０
０

８０
２

４，
５６
８

１，
４４
１

９３
６

６，
１５
６

２，
１０
２

２，
５１
３

２，
５０
６

１９
８

６，
０４
４

２，
６６
５

５，
５８
２

８２
１

２，
０５
５

０
１０
，９
０９

０
０

１，
５０
６

９，
５６
８

３，
５５
５

１，
４５
３

８，
８４
２

２，
９６
７

２，
８８
１

５，
９７
１

３１
６

６，
７７
５

３，
０７
０

９，
８３
９

１，
４９
０

３，
３３
３
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３４
３５

３６
３７

３８
３９

４０
４１

４２
４３

４４
４５

４６
４７

４８
４９

５０
５１

対
個
人

サ
ー
ビ
ス

事
務
用
品

分
類
不
明

内
生
部
門

計

家
計
外
消

費
支
出

（
列
）

民
間
消
費

支
出

一
般
政
府

消
費
支
出

市
内
総
固

定
資
本
形

成（
公
的
）

市
内
総
固

定
資
本
形

成（
民
間
）

在
庫
純
増

市
内
最
終

需
要
計

市
内
需
要

合
計

移
輸
出

最
終
需
要

計
需
要
合
計

（
控
除
）

移
輸
入

最
終
需
要

部
門
計

竹
田
市
内

生
産
額

１５
６

０
０

１０
，５
９８

３０
３

６３
０

０
０

９１
５

２２
５

２，
０７
４

１２
，６
７２

３５
，０
５４

３７
，１
２８

４７
，７
２６

１９
，６
４６

１７
，４
８２

６７
，３
７２

１０
０

０
３０
７

１９
３２

０
０

０
-５

４６
３５
３

３９
４

４４
０

７４
７

６７
３７
３

８１
４

６５
０

０
２１
１

１０
２

６０
０

０
０

０
１６
２

３７
３

０
１６
２

３７
３

-３
７３

５３
４

０
０

０
０

１，
０１
６

-３
７

-３
０

０
０

０
-４
０

９７
６

０
-４
０

９７
６

-９
７６

９３
６

０
１，
１９
５

０
２

９，
３９
０

４，
９０
９

５，
５２
１

１０
７

０
０

３３
１０
，５
７０

１９
，９
６０

３，
５３
２

１４
，１
０２

２３
，４
９３

-１
８，
７３
８

３２
，８
４０

４，
７５
５

４９
４

６
５７
１

５７
１

７１
１

０
０

４４
-１
４

１，
３１
３

１，
８８
３

３１
６

１，
６２
８

２，
１９
９

-１
，８
５６

３，
４８
５

３４
２

７０
８４

１３
２，
３９
５

６０
４

５１
０

２
３４

１
６９
３

３，
０８
８

８１
１

１，
５０
４

３，
９０
０

-２
，９
６０

４，
４６
５

９４
０

８３
４

１４
６，
０７
０

１，
０１
２

４１
９

０
０

０
０

１，
４３
１

７，
５０
０

０
１，
４３
１

７，
５０
０

-７
，５
００

８，
９３
１

０
７５

０
１６

２ ，
４２
７

１７
６

１，
１９
４

０
０

０
０

１，
３７
０

３，
７９
７

０
１，
３７
０

３，
７９
７

-３
，７
９７

５，
１６
７

０
２５

１
８

１，
０４
５

１３
１

７３
０

０
０

２８
２３
２

１，
２７
７

１，
０１
１

１，
２４
２

２，
２８
７

-８
１５

２，
０５
８

１，
４７
２

０
０

１１
３２
９

０
-３
１

０
-１
３

０
０

-４
４

２８
５

０
-４
４

２８
５

-２
８５

２４
１

０
４

０
８

３４
９

８
２３

０
０

０
０

３１
３７
９

０
３１

３７
９

-３
７９

４１
０

０
２２

０
６

１，
１９
７

１５
６

６７
０

０
２

４
２３
０

１，
４２
７

４２
２７
３

１，
４７
０

-１
，４
０９

１，
６８
２

６０
１３

１０
０

２７
３

２３
６

０
３３

４５
２

１１
５２
４

７９
７

２８
１

８０
５

１，
０７
８

-７
３７

１，
５４
１

３４
１

３
０

２
３８
４

３７
６

５３
５

０
２８

３２
０

４
１，
２６
３

１，
６４
７

３２
４

１，
５８
８

１，
９７
１

-１
，５
８８

３，
１７
６

３８
３

２
０

０
３０

６，
７４
８

６１
８

０
３５

０
０

７，
４０
１

７，
４３
１

０
７，
４０
１

７，
４３
１

-７
，４
３１

１４
，８
３２

０
０

５
０

２ ，
５４
６

１６
４１

０
０

０
８４

１４
２

２，
６８
７

１０
，０
８０

１０
，２
２１

１２
，７
６７

-１
，８
５８

１２
，０
７９

１０
，９
０９

０
０

０
３３
３

０
１ ，
１３
０

０
２３

０
０

１，
１５
３

１，
４８
６

０
１，
１５
３

１，
４８
６

-１
，４
８６

２，
６３
９

０
４

０
０

１３
４

８８
２１
９

０
１４

０
０

３２
１

４５
５

０
３２
１

４５
５

-４
５５

７７
５

０
１２
８

３２
１２

２，
３４
０

１，
２８
７

７５
０

０
１４

１０
６

１０
２，
１６
７

４，
５０
７

９５
４

３，
１２
１

５，
４６
１

-３
，９
５５

７，
０７
６

１，
５０
６

４９
０

０
９７
５

０
０

０
２，
６７
０

４，
４１
４

０
７，
０８
４

８，
０５
８

０
７，
０８
４

８，
０５
８

１，
５１
０

５，
５７
４

９，
５６
８

４９
０

１
１，
３７
７

２４
８５
４

０
０

０
０

８７
８

２，
２５
５

９４
４

１，
８２
２

３，
１９
９

３５
６

１，
４６
６

３，
５５
５

２７
１

０
８

７７
６

１７
３０
９

１３
６

０
０

０
４６
２

１ ，
２３
８

２７
０

７３
２

１，
５０
８

-５
５

７８
７

１，
４５
３

８０
２

４０
１７

６，
３５
９

８，
３６
１

９，
３８
３

１
５３

２，
２２
７

２４
２０
，０
４９

２６
，４
０８

６４
２

２０
，６
９１

２７
，０
５０

-１
８，
２０
８

３８
，８
９８

８，
８４
２

１８
１

０
４３
５

３ ，
５８
０

１
２，
０７
５

０
０

０
０

２，
０７
６

５，
６５
６

９
２，
０８
５

５，
６６
４

-２
，６
９７

４，
７８
１

２，
９６
７

１０
２

０
２

４８
１

０
１０
，２
１１

５
０

０
０

１０
，２
１７

１０
，６
９８

０
１０
，２
１７

１０
，６
９８

-７
，８
１７

１８
，０
３４

２，
８８
１

４４
４

１１
４９

７，
７２
５

２，
５５
５

２，
１８
２

-１
４

４
１０
４

７
４，
８３
８

１２
，５
６３

２，
２８
３

７，
１２
１

１４
，８
４６

-８
，８
７５

１５
，９
９６

５，
９７
１

２７
６

０
２３

１ ，
９３
３

１，
１２
７

２，
６４
４

１１
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